
                        
2019年 1月 7日 

各     位 

会 社 名  日 邦 産 業 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長 岩佐 恭知 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード ９９１３） 

問合せ先  取締役コーポレート本部長 三上 仙智 

（TEL．０５２－２１８－３１６１） 

 

事業譲渡に伴う合弁契約解消に関するお知らせ 
 

 

当社は、2019年1月7日開催の取締役会において、当社と株式会社富士プレス（以下「富士プレス社」という）

との共同出資で設立した合弁会社FNA MECHATRONICS MEXICO S.A. DE C.V.（当社51.12％出資、富士プレス社48.88％

出資、以下「FNA社」という）の事業のうち、富士プレス社の技術協力で運営しているプレス事業をFUJI ALCONIX 

Mexico S.A. de C.V.（富士プレス社80％出資、アルコニックス株式会社20％出資、以下「FUJI-MX社」という）

に対して事業譲渡をする旨の「基本合意書」を富士プレス社と締結し、FNA社の事業運営に係る富士プレス社との

合弁契約を解消する方針を決議いたしましたので、下記のとおり、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．合弁契約を解消する理由とそのために実施する具体的内容 

 当社は、高い技術力を有した金属プレスメーカーの富士プレス社と自動車メーカーの投資が加速するメキシコ

において、北中米市場に向けた自動車部品の生産拠点を合弁事業の形態を採って2014年4月14日にFNA社を設立し、

メキシコでの生産活動を開始し今日に至っております。 

 FNA社を設立して4年9か月が経過いたしましたが、漸く当社が手掛けるプラスチック射出成形事業、富士プレス

が担う金属プレス事業ともに立上げ期から量産期に移行する段階に至りましたので、この度、合弁契約を解消し、

独自の事業運営に切替えることを決定いたしました。 

 合弁契約の解消のステップとしては、はじめにFNA社の金属プレス事業をFUJI-MX社が譲受け、その後、富士プ

レス社が保有するFNA社株式を当社グループで買い取る予定です。 

なお、当該株式の買取価格並びに買取時期は、現時点では未定となります。 

 

２．事業譲渡の概要 

(1)事業譲渡の日程 

（１）取 締 役 会 決 議 日 2019年 1月 7日 

（２）基本合意書の締結日    2019年 1月 7日 

（３）事業譲渡契約の締結日   2019年 7月 1日（予定） 

（４）事 業 譲 渡 日   2019年 7月 1日（予定） 

 

(2)譲渡する財産等 

本件事業譲渡に際して、FNA社からFUJI-MX社に譲渡する財産は、譲渡日の前日に存する下表の財産となります。 

なお、その細目は譲渡日までに決定いたします。 

区分 対象 

積 極 財 産 
プレス事業に専用に供する機械設備、金型及び棚卸資産等 

プレス事業の取引先に対して有する売掛債権を除く契約にかかる債権 

消 極 財 産 
FNA社が富士プレス社から借り受けた金銭債務 

プレス事業の取引先に対して有する買掛債務を除く契約にかかる債務 

 

 



 

(3)事業譲渡の金額及び決済方法 

 本件事業譲渡の金額及び決済方法の詳細は、譲渡日までに決定いたします。 

 

３．事業譲渡先の概要 

（１）名 称 FUJI ALCONIX Mexico S.A. de C.V. 

（２）所 在 地 メキシコ合衆国サンルイスポトシ州 

（３）代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 President  大島秀雄 

（４）事 業 内 容 自動車用プレス加工部品の製造 

（５）資 本 金 50,000メキシコペソ（日本円換算 275,000円） 

（６）設 立 年 月 日 2018年12月3日 

（７）純 資 産 － 

（８）総 資 産 － 

（９）大株主および持株比率 株式会社富士プレス（80％） アルコニックス株式会社（20％） 

（10）上場会社と当該会社の関係 資 本 関 係 当社は、当該会社との間には、記載すべき資本関係は

ありません。 

人 的 関 係 当社は、当該会社との間には、記載すべき人的関係は

ありません。 

取 引 関 係 当社は、当該会社との間には、記載すべき取引関係は

ありません。 

関連当事者への 

該 当 状 況 

当社の主要株主である株式会社富士プレスは、当該会

社の親会社です。 

 

４．会計処理の概要 

本件事業譲渡は、DCF法による事業価値算定並びに譲渡財産の時価鑑定額を基にして決定いたしますが、詳細は

譲渡日までに決定いたします。 

 

５．今後の見通し 

 本件事業譲渡による当社の連結業績に与える影響は、軽微であります。なお、今後開示すべき事項が生じた場

合には速やかにお知らせいたします。 

 

 以 上 

 


